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溶接技能更新試験の規定に対する説明 
 

１.はじめに 
溶接技能者（溶接オペレータを含む）の資格更新試験については、溶接規格 2012 年版/2013 年

追補では規定がなかった。資格更新をする場合は、原子力機器の溶接を行い，溶接規格に規定され
た試験への適合が条件であった。一方、2020 年版では、第 3 部に試験板を用いた更新試験に関す
る規定を新たに設けた。この理由について考え方を記す。 

 
２．改定理由 

(1) 溶接規格 2012 年版/2013 年追補においては，溶接技能者の資格更新は，第 1 部 N-0050
の規定で，発電用原子力機器の溶接を行い，溶接規格に規定された試験に適合した場合，
更新できることとなっていた。 

(2) この規定では，工事量の増減 ，期間 により資格更新可否が影響されることになり，作
業実績をもって更新する規定では資格失効を招くことがある。例えば、溶接施工工場に
よっては、工事が継続的にない場合、あるいは工程変更で耐圧試験時期が延期になると
予定していた更新ができなくなるといった場合がある。 

(3) 上記（1）の従前規定は問題がないため存続し，これに加えて他の国際規格とも整合させ
た更新試験を新たに規定した。 
 

３．規定内容の比較 
2012 年版/2013 年追補と 2020 年版の資格更新の規定内容の主な相違点を添付資料-1 に示

す。 
  

4．更新試験による技能更新の概要 
  2020 年版で規定の更新試験による更新を行う場合のフローを図で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5．更新試験の規定内容が適切と判断した理由 

・更新試験は，以下のように外観及び溶接内部に対する試験によって技能の維持を評価できるこ

 

 

  

 

 試験材の溶接 試験計画 

合否判定 

有効期限内 

更新 

溶接施工工場で実施 
客観性のある方法で検査 

更新後の有効期限

使用前事業者検査（溶接） 
あらかじめの検査（溶接技能者） 

外観試験＋曲げ試験 
または 

外観試験＋放射線透過試験 
実工事段階 

作業従事可 

更新試験 
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とから新規に更新試験を規定した。 
 外観試験は，曲げ試験又は放射線透過試験を行う前に，溶接の出来映えを確認するものであ

る。 
 曲げ試験又は放射線透過試験を行うこととしているが，溶接部の品質に影響を与えるものは，

溶接部の欠陥と考えられる。そこで曲げ試験では，内部の欠陥の評価については，資格取得
時と同じ判定基準としている。放射線透過試験については，溶接線全線を評価の対象とする
ため，曲げ試験と比較すると溶接部全体として評価するという特徴がある。 

 曲げ試験又は放射線透過試験のいずれを用いるかは，試験前に選択することにしており，溶
接した後には変更できない。また，手直し溶接は許容していない。更新するには手直し溶接
なく 1 回の試験で合格基準を満たす必要がある。 

 
新規試験と比べると更新試験の溶接姿勢は代表でよいとする規定があり，すべての保有資格で

の試験は必要ではない。（添付資料-2）これは，現行の実機の溶接作業実績による更新でも運用
されている。また，ASME においても，作業実績による更新があるがすべての保有資格での実績
は求めていない。（添付資料-3）これは資格保有者が溶接作業に従事すれば、他の溶接姿勢を含
めて技能の維持はできているとする考え方である。 

 
・他規格の規定との比較の概要は次のとおりである。（添付資料-2，3） 

規格によって差異はあるが，初回と同じ試験材で評価を行う溶接規格の方法は，他規格と比較
しても遜色ない。 
 日本溶接協会規格（WES)では 1，2 年目は作業実績の確認（サーベイランス），3 年目に更

新試験を受ける規定である。3 年目に更新試験が必要であるが，WES 資格は個人免許の扱
いであり，適用する製品にどのような検査がされるかは想定していないことに対して，原
子力の構造物では使用前事業者検査（溶接）が行われること，また溶接規格による溶接技
能者は溶接施工工場に所属し，その体制下で管理されているという違いがある。 

 ASME においては，6 か月毎の作業実績で更新可能であるが，更新試験の規定はない。有
効期限後に試験をできる規定はあるが、溶接規格では有効期限内の試験としている。 

 ISO9606-1 においては ASME のように 6 か月毎の作業実績とともに，3 年目または 2 年
目に更新試験を行う規定もある。2 年目に試験を行う場合は、試験材は板厚，外径を問わ
ないため初回の試験よりは条件は緩和している。評価で非破壊試験（RT）で行うことを
可としている点は溶接規格と類似している。なお，更新試験によらない場合は，工場所属
で溶接を行うことで資格を継続できる規定もある。 
 

・従前の規定（耐圧試験）と比較については次の通りである。 
 耐圧試験では，構造物の耐圧強度ともに溶接部を貫通するような欠陥がないことを確認して

いる。一方，新規規定の更新試験では曲げ試験，または放射線透過試験によって内部の部分



2024 年 2 月 16 日 
(一社) 日本機械学会 発電用設備規格委員会 原子力専門委員会 溶接分科会 

 

3 
 

的な欠陥で判定することから，耐圧試験と比較しても緩和した判定基準ではない。 
また，耐圧試験の実機溶接部は，手直し溶接を行うことが許容されるが，更新試験では許容
されないので，実機の溶接より厳しい規定である。 

 耐圧試験では，耐圧部の溶接部の複数個所，すなわちそれらに従事した溶接技能者の更新を
同時に行う。更新試験では試験材によって個人別に更新を行う。 

 過去の溶接検査においては，作業経歴の確認によって更新が行われていたが，作業実績がな
い場合は，更新試験（当時の呼び名は継続試験）を行うことのできる規定があった。（添付資
料-4） 

 
6．更新試験及び技能資格管理における質疑応答等での補足事項 

（1）放射線透過試験（RT）による更新について 
 板の試験材の RT の有効最小寸法  
 使用前事業者検査（溶接）にあたって以下の点 

・溶接技能者と RT フィルムの照合 
・有効期限と更新試験実施日の期間 
・事業者の更新試験結果の確認方法 

（2） 技能資格管理について 
 2020 年版より前の溶接技能資格の 2020 年版適用工事での適用方法 

 
 

添付資料-1 溶接技能試験方法の主な相違点（2012 年版/2013 年追補，2020 年版） 
添付資料-2 溶接技能者資格更新方法の比較 
添付資料-3 各規格の資格更新に関する規定 
添付資料-4 旧溶接検査における継続試験の規定 
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添付資料－1  
溶接技能試験方法の主な相違点（2012 年版/2013 年追補，2020 年版） 

区分 方法 2012 年版/2013 追補 2020 年版 備考 
新規取得時 試験材の溶接 外観試験及び曲げ試験 外観試験及び曲げ試験 2012 年版/2013 追補と 2020 年版との

相違はない。 
更新時 作業実績 実機の溶接及び耐圧試験 実機の溶接及び耐圧試験 2012 年版/2013 追補と 2020 年版との相違

はない。 
溶接方法と材料（炭素鋼，ステンレス鋼等）
が同じであれば，その溶接方法と材料の資
格は溶接姿勢によらず更新できる。 

試験材の溶接 規定なし 外観試験及び曲げ試験 
または 
外観試験及び放射線透過試験 

新規取得時の試験と比べると試験条件に次
の規定がある。 
・板の姿勢 2 資格以上は代表 1 資格で溶
接する。 
・クラッド溶接は代表１資格で溶接する。 
・板の試験を行えばクラッドの試験を省略
できる。 
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添付資料-２ 
溶接技能者資格更新方法の比較 

 JSME 溶接規格(2020) 日本溶接協会規格 
WES 8201（2021） 

ASME Sec.Ⅸ（2021） BS EN ISO 9606-1 (2013 Edition) 

作業実績の要求 有効期限前に溶接及び耐圧
試験 （使用前事業者検査
（溶接）まで合格で完了が
必要） 

6 か月を超えて作業従事してい
ない期間がないこと 

6 か月ごとの作業実績 6 か月ごとの作業実績 

有効期限 2 年 
 

年 1 回のサーベランスを 2 回行
うことで 3 年 

6 か月 
 

更新方法によるが，(1)，(2)又は(3)  
(1)3 年 
(2)2 年 
(3)期限なし 

有効期限の 
更新方法 

(1)又は(2)による 
 
(1) 実機の耐圧試験適合 
(2) 試験材の溶接を実施し，

外観試験並びに曲げ試験
又は RT による。 

 
失効した場合は，新規試験
にて再取得 

3 年経過後は，新規試験にて再
取得 

作業実績による更新 
 
 
失効した場合は，板又は管で任
意の材質及び溶接姿勢での試験
に合格することで，その溶接方
法における以前に保有していた
全ての資格を更新することがで
きる。 

(1)，(2)又は(3)による 
 
(1) 再試験 
(2) 認定期限直近 6 カ月の間に 2 つ

の溶接を行い，RT,UT 又は破壊
試験を行う。 
板厚及び外径以外は取得時と同
じであること。 

(3)ISO3834-2 又は 3 に認証された工
場に所属し，適用規格に基づき有
効な溶接が実施できている場合 
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添付資料-3（1/2） 各規格の資格更新に関する規定（WES,ASME,ISO） 
 
WES8201：2021 手溶接技能者の資格認証基準 

 
 
ASME BPCV Section Ⅸ：2023 Qualification Standards for Welding, Brazing, and Fusing 
Procedures; Welders; Brazers; and Welding ,Brazing, and Fusing Operators 
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添付資料-3（2/2） 各規格の資格更新に関する規定（WES,ASME,ISO） 
 
BS EN ISO9606-1：2013 Qualification testing of welders―Fusion welding Part1:Steels 
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添付資料－4     旧溶接検査における継続試験の規定 
 

 
出典：（財）発電設備技術検査協会：「溶接の認可方法について」の申請書作成及び確認試験依頼書

作成の手引き,昭和 61 年 7 月   
 


